
公立学校の施設整備費に関する意見書 

 

学校は、こどもたちが１日の多くの時間を過ごす学習・生活の場所で

ある。また、多くの学校は、地域の避難所にも指定され、災害時には地

域住民が利用する避難所としての役割も果たす必要があり、安全性の確

保はもとより、防災機能の強化など質的な向上についても求められる。 

公立小中学校は、東日本大震災以降、耐震化を強力に進めてきている

一方で、その多くが改築・改修の時期を迎え、老朽化した学校施設の改

修やトイレの洋式化、空調設置などが喫緊の課題となっており、各自治

体では国の公立学校施設整備費を活用し、施設整備に全力で取り組んで

いるところである。 

ところが、平成２８年度の公立学校施設整備費の当初予算については、

文部科学省が全国の自治体の計画を踏まえて要求した概算要求額約２，

０８９億円に対し、約７０９億円しか確保されていない。このままでは、

全国の自治体の施設整備に著しい支障が生じることが危惧される。 

こどもたちの安全な学習、生活環境を守るため、また、地域の安全安

心のためにも、各自治体は学校の施設整備を今後、より一層推進してい

くことが必要である。 

よって、本区議会は、国会及び政府に対し、平成２８年度の全国の自

治体が計画している全ての公立学校施設整備事業について、確実かつ、

円滑に実施できるよう早急に必要な財源を確保することを強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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